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はじめに
第2次世界大戦後、日本はその外交の三本柱として、対米重視外交、国連中心外交、対アジア重視外交を掲げてきた。しかし現実には一貫した対米重視外交を取ってきた。日本にとり、対米外交がきわめて重要であることは、言うまでもない。

アジアの一国である日本が、その外交の三本柱の一本であるアジア外交において、アジアに軸足を置き、一貫した対アジア重視政策を取れなかったことの背景にあったものは、何であったろうか。
（１）大東亜戦争の後遺症ともいうべく、日本の対アジア外交は一種の贖罪外交であった。そのためアジアには、ODAを含め最大の経済協力を行いながら、外交面ではイニシアティブがとれなかった。ここに対アジア外交の難しさがある。
　　　
（２）アジアに対する根強いエリート意識「脱亜入欧」と、偏重した先進国志向から、日本は自らを西側先進国の一員と位置づけ、真の意味でアジアの一員とは考えていなかった。またアジアの諸国からも、アジアの一員とは見なされていず、そこには信頼関係が欠如していた。
1980年代日本は、世界経済の三極構造（日・米・欧）の一極を担うと自負していた。アジアにおける日本の優位性への自信とアジア軽視の姿勢は、世界経済の構造変化、とくにアジアの躍進の認識を遅らせた。しかしいまや世界は新しい三極構造に移行しつつある。
①　新しい三極構造

　　　　－拡大するEU（欧州連合）

　　　　－拡大するNAFTA（北米自由貿易協定）→FTAA（全米自由貿易地域）　　　　－アジアの地域統合化

②　１９９７年にOECDが発表した“The World in 2020―Towards a New Global Age”には、Big５（中国、インド、ブラジル、インドネシア、ロシア）の発展と、アジアが世界で最もダイナミックな発展のセンターとなるシナリオが描かれている。
　世界経済構造の変化と共に、日本に求められるものも、日本が貢献できる分野も変わってきた。これまでは日本の強い経済力をバックに、アジアを牽引していくことが期待されていた。しかし今、日本に期待されているのは、単に経済協力だけではなく、環境問題への協力を含め、先進科学技術の研究・開発と、先端技術の技術移転などであり、これは日本にとっても期待に応えられる得意分野である（参考資料（１）、（２）参照）。
　このようなアジア情勢の変化の中で、日本が目指すべき新しいアジア外交とは何であろうかということを考えてみたい。

１． 日本のアジア外交が目指すべき方向
（１）対米外交と対アジア外交とのバランス
　　①　対米外交は依然として重要ではあるが、対米一辺倒の外交は日本のアジア外交の選択肢を狭める。
　　②　米国も対中南米外交の行き詰りから、対アジア外交、特に対中外交に重点を置いてくる可能性は大であり、変化する日・米・中の三角関係の中でのバランスを考えることが重要。
　　③　アジアとの共生が長期的には日本の発展と安全保障につながる。

（２）対ASEAN外交と対中外交、対韓外交、対インド外交とのバランス

①　戦後の日本のアジア外交は、主にASEANを中心として行われてきた。（事例１：1977年福田赳夫首相（当時）がASEAN歴訪後マニラで行った福田演説―福田ドクトリンとして知られる。

事例２：2008年5月22日の福田康夫首相によるASEAN重視演説）しかし、近年の中国、インドなどの躍進をみると、日本のアジア外交はASEAN偏重であってはならず、中国、韓国、インドを視野に入れた多角的アジア外交を進める必要がある。

②　2000年以降に行われてきた「東アジア共同体」交渉においても、日・韓・中、特に日・中が、それぞれASEANをめぐり覇権争いをしてきたため、一枚岩であった筈のASEANは分裂をきたし、交渉の行方は混沌とし、見通しは立たなくなってきた。

③　その責任は、日・中・韓が共に負うべきではあるが、2003年12月東京で行われた日・ASEAN首脳会談の「東京宣言」において、「日本とASEANが中核となって『東アジア共同体』を成立させよう」と謳い、中国、韓国の影響力を排除しようとしたことで覇権争いのきっかけを作った日本の責任は大きい。

④　実効性のある「東アジア共同体」を成立させるためには、日・中・韓、特に日・中の協力が不可欠である。

２．日本の対中外交と今後の課題

（１）積極化する中国の対アジア外交への対応
　　　中国は人口、経済規模からいって、すでに大国であることは間違いない。日本にとり気になることは、中国が次第に大国意識を持ち始めたことである。　過去2000年を超える日・中間の歴史の中で、現在のように日・中が共にアジアの大国となり、トップリーダーの坐を競った時代はなかった。このことが現在の日本の対中外交を難しくしている。

日本としては、積極化する中国のアジア外交への対応に追われるあまり、「東アジア共同体」交渉においても、中国の影響力を牽制しようと覇権争いをしているという印象を諸外国に与えてはならない。

（２）日・中間の「戦略的互恵関係」樹立は一歩前進

　　　2006年10月8日に北京において、安倍前首相と胡錦涛国家主席との間に、日・中間の「戦略的互恵関係」樹立が合意されたことは、日・中関係を将来に向けて前進させるものとして評価される。しかし、この「戦略的互恵関係」は、外交的にはいわば政治的スローガンであって、これをいかに実体化させるかは、今後の日・中両国の相互理解と努力にかかっている。これについては後述する。
（３）日本の「価値観外交」のもたらす過誤

　　①　日本の外交当局は、過去10数年にわたって、日・米間には「共通の価値観」があるが、日・中間にはないと言い続けてきた。言い換えれば日本には最初から「価値観」の相違する中国と「東アジア共同体」を形成する意図などはなかったのであり、2004年9月、小泉首相が国連総会において、「私は『ASEAN＋3（日・中・韓）を基盤とする東アジア共同体構想』を提唱する」と言い切ったことも、中国への対応策としてとった戦術であって、日本に真剣に「東アジア共同体」のようなものを造ろうという意図や具体策があったかどうかは疑問である。
　　②　「東アジア共同体」交渉が具体論に入ってくると、安倍首相（当時）は「価値観外交」を打ち出し、それまで日本が提唱していた「ASEAN＋3」を拡大して、日本が共通の「価値観」を有していると見なすオーストラリア、ニュージーランド、インドの3カ国を加え、「ASEAN＋6」をメンバーとする「東アジア共同体」に切り替える戦術を進めだした。それと同時に日本は「自由と繁栄の孤」構想、日・米・豪・印4カ国同盟構想を打ち出した。
これらの一連の構想は、どう見ても「中国封じ込め」戦術であり、中国との「戦略的互恵関係」とは全く矛盾するものであった。特に4カ国同盟構想は、人口の規模の大きいインドを「最も大きい民主主義国家」として取り込むことで、中国を牽制しようとする意図が明らかに見える。インドが果して日・米・豪と共通の価値観を有する国であるかどうか疑問の余地があるが、このような長期戦略のない試行錯誤の外交は成功したためしがない。インドはこのような日本の提案には乗ってこなかったし、オーストラリアも日本の提案には乗り気ではなかった。インドも中国も共にアジアの大国として両国の関係強化を目指しており、オーストラリアの新政府も日本を超えて中国への接近を画しているのが現状である。日本が最も頼りとしていた米国も4カ国同盟案には本気で取り組んでいたとは考えられない。
③　私は安倍首相（当時）が、極めてイデオロギー色の強い、また欧米、特にアメリカ色の強い「価値観外交」を、アジア、特に中国に推し進めようとしたことは、日米関係に配慮した日本の戦術であったかもしれないが、「東アジア共同体」交渉を混乱に落とし入れ、交渉を頓挫させる大きな要因となったと考えている。特に、アジアの一国である日本が、アメリカ一辺倒ともとられかねない「価値観外交」を進めることは、アジアにおける日本の孤立化を招く恐れがあり、より慎重であるべきだったと考えている。
（４）協調路線を目指す福田対中外交

昨年12月、福田首相は中国を訪問し、北京大学で「共に未来を創ろう」と題する講演をした。その中で「日・中両国は、アジア及び世界の良き未来を築き上げていく創造的パートナーたるべし」と呼びかけ、相互信頼を醸成する必要性を強調し、若手人材の交流を始め、エネルギー、環境の分野における協力など日本がなすべきことを提案した。福田首相が前政権と相違して「価値観外交」を前面に出さなかったことは評価される。
　　　福田首相は、北京大学の講演でも、人権、法治、民主主義といった普遍的な価値を共に追求することも重要だが、日中両国に深く埋め込まれた共通の基盤、価値に思いを致すことも重要だと述べている。

　　　福田首相は、対アジア外交、対中外交においては、小泉元首相、安倍前首相と比較して、明らかにより深い関心と理解のある政治家であり、ASEANのみならず日中関係の改善、「東アジア共同体」の構築に向けても前進を図ってほしい。福田首相の唱える「日米同盟とアジア政策の共鳴」は、抽象的で、具体的なイメージが描きにくいが、日本外交が「日米関係強化と対アジア関係の調和」を目指すことを表明したものと受け止めてよい。今後の日本の対アジア外交は、2005年11月の日米首脳会談後、小泉首相（当時）が「日米関係がよければよいほど、中国、韓国、アジア諸国と良好な関係を築ける」と発言した発想の流れを引くものであってはならない。米国の対アジア政策の先棒をかつぐのではなく、日米同盟関係を重視しつつも、アジアの一国として「東アジア共同体」成立を視野に入れた自主的外交を進めるべきである。

（５）大国化を強める中国への対応

①　一方、急速な高度成長を続ける中国は、日本のみならずアジア各国、さらに世界各国に大きなインパクトを与えている。経済的には、エネルギー、天然資源、食糧、環境などその影響は大きい。また政治的にみても、急速な軍備費の拡大、北京オリンピックを前にして、最近のチベット問題、それに端を発する聖火リレーの混乱への対応のまずさなどから、中国への不信感は増幅しつつある。これまで中国には、大国化のインパクトがもたらす世界、特にアジアの反中感情を抑えようとする配慮が見られたが、最近は次第に大国意識を高めつつあるようにみえる。
対日関係についていえば、小泉首相時代の冷えきった状態から、安倍首相時代の「戦略的互恵関係」へと進み、福田首相時代に入って実質的改善が進むと期待されていたが、ここ数ヶ月間は中国製冷凍ギョーザ事件、チベット問題、東シナ海のガス田開発の行き詰まりなど進展がみられない。これらの問題は一方的に中国だけの責任が問われるものではなく、日中双方の対話と交渉により解決すべきものではあるが、最近の中国の対応は、オリンピックを前にした中国国内のナショナリズムの高まりからか、また大国としての意識の高揚からか、慎重さを欠くようにみえる。
　　②　このような時期に胡錦涛国家主席の訪日があった。特に具体的に見るべき成果はなかったが、日・中両国が未来志向で戦略的互恵関係の具体化に向けて前進しようとしたことには価値がある。
　今回の日中共同声明の中で、第1に、普遍的価値と共に、日・中が長い交流の中で互いに培い、共有してきた文化について理解を深めること、第2に、エネルギー、環境分野における日中の協力、気候変動の国際枠組みの構築に中国が積極的に参加することが謳われていることは注目に値する。第1の点では、中国の抱える人権、民主主義の問題について、日本側が従来の「価値観外交」を押しつけるのではなく、福田首相の言う、普遍的価値と共にアジア的文化、価値を尊重すること、第2の点では、現在の中国にとって最も深刻な問題である環境問題について、中国が前向きな対応をとることを示したものと考えられる。
　　③　日・中両国の関係は、わずか数回の首脳会談により好転するほど生易しいものではなく、脆弱で、いつ逆転するか分からない不透明なところがある。しかし、日・中両国の首脳が、より頻繁な往来と交流を通じ、東アジアの隣人として胸襟を開いて率直に対話を続ければ、欧米諸国に対するよりも深い相互理解と信頼関係を醸成できるものと考えている。
５．日・中両国が「戦略的互恵関係」の具体化に向けてとるべき政策

（１）「東アジア共同体」の構築

①　2006年10月に合意された「戦略的互恵関係」では、日・中が協力して、アジアの発展と安定のために貢献することが謳われている。私は日・中が「東アジア共同体」の構築に向けて覇権争いをするのではなく、コ・パートナーとして協力すべきであり、これこそが日・中のアジアに対する最大の貢献だと考えている。
②「東アジア共同体」実現のためには、まずその基盤となる「東アジア経済共同体」が構築されねばならない。現在、日・中・韓がそれぞれASEANとの間にFTA（自由貿易協定）とEPA（経済連携協定）を締結しているが、東アジアの3大経済大国である日・中・韓の間には協定は締結されていない。中・韓間には協定締結の動きがあるが、日・中間には、経済相互依存関係は深化しているにもかかわらず、協定締結への動きは見られない。「東アジア経済共同体」の成立は、日・中両国のさらなる発展にとって共通の利益をもたらすものであり、「東アジア共同体」の成立に向けてまず成し遂げられねばならない課題である。（参考資料（３）参照）
（２）「東北アジア環境協力機構」の設立
　　　①　私は、深刻化する中国の環境問題改善のため、中国の環境悪化の影響を受けている東北アジアの近隣諸国、日本、韓国、香港、台湾、モンゴルなどが、中国を中心として環境協力機構を設立することを提唱する。
（参考資料（４）参照）
②　現在東北アジアの日・中・韓には、政治問題をめぐり、地域協力に必要な真の相互信頼関係が未だに無いが、政治問題をはなれた環境分野での協力関係の促進は、「東アジア共同体」構築に向けての共同体意識の醸成に貢献する。
③　現在国連にはUNEP（国連環境プログラム）があるが弱体で、環境問題に特化した専門機関は存在しない。環境問題の深刻化にともない、地域的環境協力機構の必要性が高まっている。

④　すでに中国大陸から飛来する汚染された黄砂などの被害を受けている日本にとって、環境協力機構の設立は急務である。中国にとってもこのような機構を通じ、日本の環境科学技術をとりいれることには大きな効果が期待できる。

⑤　東北アジアからスタートするこの協力機構は、将来より広くASEAN,さらにインドを含むアジアに拡大する。

⑥　環境問題を担当する人材の養成

　
　－ 学術交流、交換留学生制度の拡充

⑦　環境問題における科学技術の促進

－ 脱硫技術支援

－ CO2、SO2排出抑制、石炭依存からの脱却

－ 省エネルギー技術開発と普及

－ 新しいクリーン･エネルギーの開発、確保

－ CDMの促進

⑧　中国の環境改善への自助努力支援

－ 「西部大開発計画」への協力（環境関係のインフラ開発・整備、水不足の解消、大規模灌漑、退耕還林など）
⑨　中国、インドが国連気候変動枠組み条約のプロトコール１に加入するための環境作り

－ 中国とインドが２００２年ヨハネスブルグの環境サミットにおい
て京都議定書に加入したことは歓迎される。しかし両国は未だCO2
排出削減の義務を負っていない。「東北アジア環境協力機構」での地域協力を通じて、中国、インドをはじめ当条約のプロトコールに未加入のメンバーが加入できる環境づくりに努める。

－ 本年7月に開催されるＧ8による洞爺湖サミットには、Ｇ8以外に

も中国、インドなど主要国が招待されているが、これらのアジアの主要CO2排出国がCO2削減が「人類共同の責任」であるとの共通認識を持てるよう、日本は「環境立国」としてリーダーシップを発揮すべきである。

　　⑩ 排出権取引の問題点

－ 最近の排出権取引の進展ぶりを見ると、1997年の京都議定書に盛り込まれた当時のシステムより複雑化し、世界の環境問題を解決するため、途上国向けに環境技術を移転することを中心とした本来のＣＤＭを大きく逸脱している。

－ 排出権取引自体がビジネスとして金融証券化し、投機の対象となりつつある。

－ 国連が排出権取引について責任を持つ国際機関として機能するためには、公平な排出権の割り当てと、本来のＣＤＭ機能を十分に果たせるよう、監視する必要がある。

４．結語

（１）以上、新しい日本の対アジア外交戦略として、中国と協力すべき主要課題として、「東アジア共同体」成立への協力を挙げたが、東アジアの場合、その政治、経済、文化、宗教上の多様性からいって、EUとは違ったアジア的特質を生かした緩やかな形の共同体が適している。また、共同体達成には長い道程が必要となる。共同体構築となると経済のみならず、政治、安全保障など、困難な問題とも取り組まねばならない。したがって、私は現実的には出来るものからとりかかることが必要だと考える。「東アジア経済共同体」ついては、すでにde facto（事実上）日・中・韓を含め東アジアに「経済圏」が成立しており、東アジアの主要国、特に日・中・韓の政治的決断があれば成立出来る。
（２）「東北アジア環境協力機構」問題については、急成長を続ける中国、インドをはじめアジア諸国にとって、緊急に取り組むべき問題である。また中国は2007年に米国を抜いて世界最大のCO2排出国になっており、中国の近隣国である日本、韓国にとっても、深刻な問題である。

（３）その他、日・中・韓を中心とするエネルギー資源の共同開発、農業、食糧分野における協力、アジア通貨・金融協力など多くの分野での協力が必要となるが、これらの問題も、日・中・韓、特に日・中が協力すれば徐々に進展するものと考えられる。
（４）私は、日本がアジアに軸足を置いて、以上のような長期的戦略の下に積極的イニシアティブをとれば、将来アジアにも「アジア的価値と文化」に基づいた共同体を構築できると確信している。
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